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・渡辺靖 r<文化)を捉え直す カルチュラル・セキュリティの発想」岩波新書、 2015年。
-秋田観光コンペンション協会「秋田市わくわく Walker・修学旅行体験メニュー・芸術に触れる体験メニュー」
ht七ps://akita"wakuwaku"walker.jp/art/ (2018年2月 15日閲覧)。
・同I学び太鼓判!おすすめ教育旅行プランJhttps://akita"wakuwaku"walker.jp/educationJ (2018年2月15日閲覧L
・日本フォトロゲイニング協会「フォトロゲイニング公式サイトJhttp://phoωrogaining.com/ (2018年2月15日閲覧)。
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4.大田原市における観光組織を考える
大田原市・観光協会・商工会議所及び大田原ツーリズムを中心に(井上客員研究員)
4.1 はじめに
大田原市の歴史を見ると『手にすくう水もなし』と詠われた荒れ地那須野が原(扇状地)の中にあっ
て、大田原市は扇端湧水地帯付近に位置し比較的水の便lこ恵まれている。そのため古くより奥州街道の宿
場町として繁栄し、また戦国時代より続いた大田原氏の居城・大田原城の城下町でもあったO 旧市街地に
は城下町時代の往時を偲ばせる、敵の来襲に備えた狭い道、鍵型に曲がった道などの面影が随所に残る。
栃木県北地域の政治経済文化の中心的役割を担ってきたと言える。市内には屋島の戦いの英雄として知ら
れる武将・那須与ーの墓所や、俳聖・松尾芭蕉が滞在し立ち寄った史跡などが存在する。これらの人物ゆ
かりの地として催しなどの町おこしも行われている。
こうした観光の魅力をより広めようとするには、受け入れ側の行政・観光組織が積極的に対応する必要
がある。本稿においては大田原市の観光を推進している大田原市役所、観光協会、商工会議所、大田原ツ
ーリズムを中心に地方観光組織のあり方について検討しようとするものである。
4.2 大田原市の観光施策と担当部署
大田原市においては観光基本計画の策定は今までされてこなかった。それに変わるものとして「おおた
わら国造りプランjの中の観光振興に関する項目で次のように推進しようとしている。
(1) 現状と課題
① 従来のお祭りやイベントに加え、大田原市イメージキャラクターの「与一くんj を活かしたイベン
トのほか、グルメイベントを開催することにより、新たな集客を図っている。また、大田原市特産の
唐辛子を使用した商品開発や、地酒による地域おこしも進めている。これらの特産品を大田原ブラン
ドとして認定・PRし、更なる発信力として活用するための取組みを進める。
② 平成23年に229万人に落ち込んだ観光客入込数は、直近では300万人まで回復したものの横ばし、
状態である。
③ アンテナショッフOの活用を始め、特産品や観光・イベント情報の発信強化及び効果的な情報発信方
法の検討をする。
④ 点在する観光施設の既存ルートの充実を図るとともに、観光客のニーズにノ合わせた新たなルートを
作成する。また、農家民泊、農業体験のグリーン・ツーリズムの充実を図るとともに、豊かな自然や
魅力ある地域資源など、小さな観光資源を活用した体験型・着地型観光の取り組みとして、ニューツー
リズム事業を推進する。
⑤ 観光協会の強化を図り、平成30年に実施される JRグループOの「ディステイネーションキャンベー
ン」等を有効活用した、積極的な情報発信及び観光交流の推進を行う。
⑥ 広域連携に向けた取組みは、観光発信力を高めるためにも友好であることから、八溝山周辺地域定
住自立圏の産業観光部会の活用等により、広域的な観光ネットワークを構築する。
⑦ 今後増加が見込まれるインバウンドに対応した観光施策の取組みを進める。
(2) 観光施策の方向
大田原市は、魅力ある地域資源を観光コンテンツとして活用し、国内外からの誘客を推進する取組みを
強化し、定住自立圏構成市町の連携により、市の枠を超えた観光フJログラムの開発と観光情報の発信を目
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指そうとしている。また、農林商工業とも連携し、移住定住につながるグリーン・ツーリズムの推進を図
るほか、中山間地域に残る美しい風景や懐かしい木造校舎をフィルム・コミッションに登録し、地域間交
流の促進や交流人口の拡大を図ることで観光産業の強化に努めようとしている。
(3) 基本事業と具体的な取組み
①魅力ある観光づくり
広域連携による観光資源を活用した誘客の拡大、グリーン・ツーリズム事業の更なる推進、大田原ブラ
ンドZE定制度の推進、景観や地域グルメ等を活用した観光フOログラム・特産品の開発、イベント等を活
用した地域観光情報の積極的な発信、観光案内人の養成と拡充、インバウンド対策の推進、日本版DMO
の設置
②観光施設の整備
情報発信施設の充実、観光拠点施設の維持、観光地へのアクセス性の向上
③広域交流事業の促進
アンテナショップの活用促進、観光資源を活用した都市部との交流促進、旧須賀川小学校の活用促進
④大田原市の観光行政担当する部署
以上の観光の現状と課題を踏まえて施策を担当する部署は、産業振興部商工観光課である。業務内容に
よって2つの係が分担している。
観光地域振興係: 観光、物産の振興、観光情報の提供、観光施設の整備、観光団体の指導・連絡調整、
観光ボランティアの育成、まつり等の開催、地域イベントの支援
観光交流係 グリーン・ツーリズム、都市交流、広域連携、 DMO、インバウンド
4.3 大田原観光協会の組織と役割
地域の観光協会は、地方行政との関わりでは一番中心的な役割|を担っているところが多い。しかし、大
田原市の観光協会は未だに任意団体であり、観光の中核を担う組織としては心もとないと考える。大田原
市の観光協会の歴史的な伍樟を見ると、|日大田原市では商工会議所が観光協会の役割を担っていた。現在
の観光協会は、 1市2町が合併した折に黒羽地域の観光協会をもとに市の観光協会が設置されたものと考
えられる。その経緯から観光協会は黒羽支所内に位置づけられている。
協会の会員数は246団体で観光関連業が中心で、幅広い業界団体は参加していないのが現状である。職
員は専務理事の他に5名の職員が総務部、情報部、事業部の仕事を分担している。観光予算の約8害IJは観
光協会を経由してまつり、イベント等の実行委員会に援助しているところを見ると市行政は観光協会を重
要視しているのは間違いない。
さらに、観光企画を独自で提案できる体制が必要である。それには、国内或いは総合旅行業務取扱管理
者資格を所持する職員の雇用と第3種旅行業の資格取得である。
4.4 大田原商工会議所の品目哉と役割
旧大田原商工会議所は大田原市の観光協会の役割を担っていたため、旧大田原市には観光協会が存在し
ていなかった時期があったようである。その時代においては観光といえば那須塩原市が中心で、大田原市
としてはそれに押されており力が入らなかった時代で、あったのかもしれない。合併後の大田原市になって
からは黒羽地区の観光資源が市内の観光資源として拡大されたのが切っ掛けとなり、大田原観光協会を独
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立した組織として商工会議所が認めるようになったものと考えている。そうした歴史的経緯を見ても商工
会議所は観光協会をパックアップしようと心がけている。
4.5 大田原ツーリズムの京国哉と役割
大田原ツーリズムについては、大田原市役所が唯一出資している観光団体であり株式会社組織である。
この団体の特徴はグリーン・ツーリズムを標梼し農業体験と農泊体験を売り物として精力的な活動を行っ
ている観光団体である。社長はリーダーシッフJを発揮してグリーン・ツーリズムを中心に地域観光を牽引
している。ある意味、この団体と観光協会が統合することで強力な観光協会が設立できればと思うところ
がある。
4.6 4章のまとめ
我が国の地方観光組織は、政府観光組織との関わりが薄いところに問題が所在している。理想的な観光
組織は、政府観光局を中心に国外への観光宣伝、誘客については独立行政法人国際観光振興機構 (JNTO)
そして国内観光振興については公益社団法人日本観光振興協会が担う形式が妥当な組織体制と考える。日
本観光振興協会をもとに地域観光組織、現在ならば県レベル、もう少し広域組織であればブロック別(北
海道、九州|等)の観光組織が必要となる。その下に地域観光協会(市町村レベル)を配する仕組みとなる。
以上のように国の観光政策が全国レベルに行き渡るようにするには観光組織の制度化が必要となるであ
ろう。現在は、観光庁を核として対外的にはJNTOを基に海外宣伝等が上手く機能しているが、園内観光
組織を見ると観光庁と日本観光振興協会の聞には法的関係性がなく、観光政策が地方まで、行き渡っていな
いと言ってもよい。せめて地方観光組織の充実を考えるならば、県レベルの観光政策、市町村レベルの観
光政策によって観光y組織が設置されれば地方観光がよりスムースに運営されると考える。
大田原市の観光振興がよりスムースに行くためには、少なくとも大田原市役所が中心となってどんな観
光組織が一番効果的であるか、関係団体が協同して考えるべき時機に来ているものと考える。
5.まとめ
大田原市(栃木県)の魅力を首都圏に伝える情報発信の強化ならびに大田原市に人を呼ぶための新たな
観光施策検討を目的として研究を行った。その結果、観光資源として、歴史、食、自然が大きな魅力とし
て位置づけられることが明らかとなった。
これらを有効に活用しながら、首都圏等の在住者によりわかりやすい形で歴史資源等の面白さ、興味深
さを訴求するとともに、そのための情報媒体やツアー造成について検討した。これらの主に日本人マーケ
ットに加えて、年々増加する訪日外国人マーケットも重要と考えられることから、それらを対象としたア
ンケート調査を行い、来訪意向、参加意向の高いプログラムについて明らかにすることができた。あわせ
て、観光振興のための地方観光組織のあり方について検討を行った。
今後の課題として、歴史資源の活用策のさらなる深掘り、個性i益れる地域住民へのヒアリングを通じた
魅力的情報発信の検討、経済効果をもたらすフOログラムの検討、外国人旅行者を対象としたより詳細な意
向調査、日本人を対象とした振興策への意向調査、提案した振興策の実施等があげられるO
